
高島市共同募金委員会 たかしま未来助成金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 高島市の地域福祉を推進するためには、高島市の住民自らが、明日の高島市を考え

て、地域の可能性を信じて前向きに挑戦し、未来を切り拓いていくことが必要である。高

島市共同募金委員会は、高島市の未来を切り拓いていく活動を応援することを「未来への

投資」と位置づけ、「たかしま未来助成金」を創設する。この要綱は、たかしま未来助成金

（以下、「助成金」という。）の交付の適正化を図ることを目的とする。 

 

（助成対象団体） 

第２条 助成の対象団体は以下のとおりとする。 

（１）高島市内の地域や社会の課題解決に向けて、自発的に具体的な活動を継続して実施し

ている、または実施しようとしている団体で、次の要件を満たしている団体 

①団体が非営利であること。 

②活動者は無償であること。 

③３人以上で構成している団体であり、構成員の半数以上が、市内在住・在勤・在学であ 

ること。 

④自発的・自立的に活動していること。 

⑤趣味や技能取得のみのサークル活動でないこと。 

⑥地域福祉を推進するために、社会福祉協議会や他団体と協力・連携が図れること。 

⑦団体の活動における事故等に対応するために、原則として「ボランティア活動保険」に

加入すること。 

（２）高島市内の区・自治会および区・自治会が設置する福祉推進委員会 

 

（助成対象活動） 

第３条 助成の対象とする活動は、次に掲げるものとする。 

（１）高島の未来を担う子どもの成長を応援する活動或いは子育て環境を整える活動 

（２）高島の地域の課題解決に向けて、２つ以上の団体が協力して取り組む活動 

（３）その他、助成金の目的に合致すると会長が認める活動 

２ 前項に関わらず、助成の対象とする活動は他の助成を受けていない活動であり、政治活

動、宗教活動でないこととする。 

 

（助成金額） 

第４条 助成金の額は定額とし、対象とする活動の継続年度に応じて以下の金額を上限とす

る。下限は１０，０００円とし、申請額が下限を下回る場合は助成しない。また、４年目以

降は同様の活動には助成しない。 

  ⅰ）初年度 １００，０００円 

  ⅱ）２年目 ７０，０００円 



  ⅲ）３年目 ５０，０００円 

 

（助成対象経費） 

第６条 助成金交付対象とする経費は、助成対象活動の目的を達成するために直接必要な経

費とし、別表のとおりとする。 

２ 前項の規定に関わらず、次の各号に掲げるものは助成対象としない。 

（１）赤い羽根共同募金寄付者の意向や思いに添わない経費（団体の事務所等を維持するた

めの経費、食費、会議の茶菓子代等飲食費等） 

（２）その他、会長が適当でないと認めた経費 

 

（交付申請） 

第７条 助成金を受けようとする団体の代表は、助成金交付申請書及びその他会長が必要に

応じ提出を求める書類を添付し、会長に提出するものとする。 

 

（交付決定） 

第８条 会長は、前条の申請があったときは、審査委員会の審査及び聴き取り調査等を経て、

交付が適当と認めたときは交付決定し、交付決定通知書により、申請者に通知するものと

する。 

 

（交付請求の提出） 

第９条 助成金の交付決定を受けた団体の代表は、助成金交付請求書を会長に提出しなけれ

ばならない。 

 

（助成対象活動の変更） 

第１０条 助成金の交付決定を受けた団体の代表は、助成交付決定後、やむを得ない事情に

より助成対象の活動等の変更が生じたとき、または中止しようとするときは、会長の承認

を得てその指示に従わなければならない。 

 

（助成対象活動の実績報告） 

第１１条 助成金の交付決定を受けた団体の代表は、当該対象活動完了後、速やかに助成金

実績報告書及びその他会長が必要と認める書類を添付し、会長に提出しなければならない。 

 

（助成金の返還） 

第１２条 会長は、助成金の交付決定を受けた団体が次の各号のいずれかに該当するときは、

助成金の交付決定を取り消し、助成金の返還を求めることができる。 

（１）虚偽の申請を行ったとき。 

（２）助成金をほかの使途に使用したとき。 

（３）助成金交付の要件に違反したとき。 



 

（助成金の確定通知） 

第１３条 会長は、助成を受けた団体の実績報告書を審査し、助成金の額を確定し、助成を

受けた団体に助成金確定通知書にて通知する。 

 

（広報の義務） 

第１４条 助成を受けた団体は、助成金の使途に関し、住民への周知に努めなければならな

い。 

 

（その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、助成金交付に関して必要な事項は会長が別に定め

る。 

 

 

付則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

別表（第６条） 

旅費 活動のための旅行に係る経費。公共交通機関を利用する場合は実費額。自

家用車を使用する場合は運行距離で算定し、１ｋｍにつき３０円以下とす

る。 

消耗品費 使用することで劣化しやすいもの、長期間の保存に耐えないもの等を購入

するための経費 

印刷製本費 チラシ、リーフレット等、無料で配布する印刷物の場合は、単価１００円

（消費税含む）を限度とする。 

通信運搬費 郵便料金等の経費及び物品等の運搬に係る経費 

保険料 ボランティア活動保険、行事用保険料等の経費。活動のための必要最小限

の保険料のみを助成対象とする。 

諸謝金 講演や出演等に対する謝礼。 

備品購入費 活動に必要な備品で会長が認めたもの 

賃借料 助成対象活動のための会場や備品の賃借料 

（事務所等を維持するための家賃は助成対象外とする。） 

材料費 手作り作品の材料費や食材料費 

その他会長が

認めた経費 

助成対象活動の目的を達成するために直接必要な経費 

 


